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Ⅱ-4-② 固定資産税納税通知書を利用した自治体外への周知・啓発事例集 

○ 固定資産税納税通知書にチラシを同封している例

自治体名 山形県 鶴岡市 

取組概要 

 平成 26 年度から、固定資産税納税通知書に空き家相談会(注) のチラシを同封し、他自治体に

居住している者を含む全ての課税対象者に対して送付しており、27年度から空き家の適正管理の

促進を図る案内を併せて送付している。 

当該チラシでは、適正管理のポイント（屋根や壁等が傷んでいないか、雨どいや雪止め等が外

れていないか等）を記載するとともに、所有する空き家について、高齢のため、自ら管理するの

が難しい、近所にある空き家について、老朽化した外壁や雨どいが落ちてきた等の悩みや困りご

とがある場合には、市の相談窓口に早めに相談するよう促している。 

また、当該チラシの上部に、「このお知らせは、空き家を所有していない方、適正に管理されて

いる方にも同封しています。ご了承ください。」と記載している。 

(注) 山形県宅地建物取引業協会鶴岡支部、司法書士、鶴岡市環境課等、不動産に関する専門家が空き家の相談を

受け付けるもの 
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自治体名 京都府 京都市 

取組概要 

平成 28 年度から、固定資産税納税通知書に空き家の適正管理の促進を図るチラシを同封し、他

自治体に居住している者を含む全ての課税対象者に対して送付している。 

当該チラシには、空き家の適正管理は所有者等の責務であること、空き家を危険な状態で放置

すると固定資産税等の額が大幅に上昇すること、空き家の管理不全が原因で近隣住民等がケガを

した場合、所有者等は損害賠償責任を負う可能性があること等を明記している。 
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自治体名 兵庫県 姫路市 

取組概要 

平成 29 年 5 月、固定資産税納税通知書に空き家の適正管理の促進を図るチラシを同封し、他

自治体に居住している者を含む全ての課税対象者に対して送付している。 

当該チラシには、空き家は個人の財産であり、その管理は空き家所有者等が行わなければなら

ないこと、空き家を放置し通行人等が怪我をした場合、所有者等が損害賠償責任を負う可能性が

あること等を記載している。 

また、姫路市では、平成 27年度及び 28年度の空き家に関する相談件数は年間 100件前後であ

ったが、当該チラシの送付後、約 1か月間(平成 29年 5月 8日から同月 31日まで)に、次表のと

おり、当該チラシを見た空き家所有者等からの相談が 63件寄せられた。 

表 平成 29年 5月 8日から同月 31日までの相談実績 

相談内容 件数(件) 

解体について 8 

利活用について 17 

不要なので処分したい 23 

管理不全の空き家の通報 15 

合計 63 

（注）1 姫路市の資料による。 

2 固定資産税納税通知書に同封したチラシを見て相談が寄せられた件数である。 
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自治体名 山口県 周南市 

取組概要 

周南市は、主に人口減少や少子高齢化が都市部以上に進行する中山間地域への移住促進施策に

取り組んでいる。中山間地域への移住希望者に対する住宅情報の提供を充実するため、中山間地

域の空き家については市が、市街地の空き家については不動産業者が主に取り扱うこととし、両

者が共同で空き家の適正管理及び活用の促進を図るチラシを作成して、平成 28 年度から固定資

産税納税通知書へ同封している。平成 28 年度は、他自治体に居住している者に対して送付（約

7,400 通）し、29年度は全ての固定資産税納税通知書（約 6万 1,000 通）にチラシを同封してい

る（うち、約 7,400通を他自治体に居住している者に送付）。 

当該チラシには、①空き家の今後の取扱いに関する希望（賃貸・売却又は現状維持）、賃貸・売

却希望の空き家の所在地（中山間地域か否か）に応じた相談窓口、②中山間地域にある空き家の

活用の依頼、③空き家の維持管理を怠り、災害や事故を発生させると所有者等の管理責任が問わ

れる場合があること等を記載している。また、当該チラシの上部に、「このチラシは全ての固定資

産税納税通知書に同封しています。該当の無い方にも送付されておりますので、ご容赦ください

ますようお願いいたします。」と記載している。 

空き家の活用を担当する地域づくり推進課には、他自治体に居住している空き家所有者等から、

当該案内チラシを見たとの問合せが、平成 28 年度に 34 件、29 年度に 32 件寄せられており、こ

れらのうち 28 年度に 5件、29 年度に 5件が空き家バンクの登録に至っている。 

なお、空き家の適正管理を担当する生活安全課では、空き家所有者等から空き家バンクに関す

る問合せがあった場合、地域づくり推進課(空き家バンク担当)に連絡している。 
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自治体名 福岡県 豊前市 

取組概要 

平成 22 年度から 27 年度頃まで、固定資産税納税通知書に空き家の適正管理の促進を図るチラ

シを同封し、他自治体に居住している者を含む全ての課税対象者に対して送付している。

当該チラシには、所有者等の責任、廃屋の危険性等を記載しているほか、「家族が暮らした思い

出のある家を取り壊すのはだれしも決断しにくいものです。家に愛情があるなら、倒壊などを起

こす前に家族の判断で撤去をした方がよいと思います。」等と記載しており、所有者等の心情に配

慮した内容もみられる。 
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〇 固定資産税納税通知書に同封するチラシの大きさ等を工夫している例 

自治体名 北海道 釧路市 

取組概要 

平成 28 年及び 29年の 5月に、固定資産税納税通知書に空き家の適正管理の促進を図るチラシ

を同封している。 

 当該チラシは、大きさを A4 の 3 分の 1 程度とし、空き家の適切な管理は所有者等の責任であ

ること等を記載している。 
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自治体名 福島県 会津若松市 

取組概要 

固定資産税納税通知書に同封する空き家の適正管理の促進を図るチラシについて、水色の用紙

を使用することで目立たたせるとともに、白黒印刷にすることで印刷費用の削減を図っている。 
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自治体名 愛知県 豊橋市 

取組概要 

平成 28 年度から、固定資産税納税通知書に空き家の適正管理の促進及び空き家バンク制度の

周知を図るチラシを同封している。  

当該チラシは、空き家の適正管理を担当する建築物安全推進室と空き家バンク担当の住宅課が

共同で作成しており、大きさを A4 の 3 分の 1 程度とし、空き家の適切な管理に関すること、空

き家バンクに関することを片面ずつ記載している。 
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○ 固定資産税納税通知書の余白を利用している例

自治体名 愛知県 名古屋市 

取組概要 

平成 28 年度から、空き家の適正管理の促進を図るため、空家法に基づく勧告の対象となった特

定空家等の敷地は、住宅用地特例の対象から除外される旨を固定資産税納税通知書の余白に明記

している。 
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自治体名 兵庫県 伊丹市 

取組概要 

 資産税課と調整し、固定資産税納税通知書の余白に、空き家の適正管理についての情報を掲載

した市ホームページにリンクするＱＲコードを記載している。 
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〇 固定資産税納税通知書の封筒に適正管理の文言を記載している例 

自治体名 大阪府 貝塚市 

取組概要 

平成 28 年度は、空き家の適正管理を促進するため、固定資産税納税通知書を送付する封筒の裏

面に、管理が不十分な空き家や空き地について、法律や条令に基づき、家屋の修繕や雑草の刈取

りなどを指導している旨記載している。平成 29年度以降は、固定資産税納税通知書に空き家の適

正管理の促進を図るチラシを同封している。 

なお、貝塚市は、当初市内向けの広報のみを想定していたが、他市事例を参考に、固定資産税

納税通知書を活用すれば、対自治体に居住する所有者等に対しても効果的に周知・啓発すること

が可能と認識したとしている。 

(表面) 

(裏面) 
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